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　大阪都構想では，大阪市を解体・廃止し，現行の 24 行政区を 8～ 9 つの
特別自治区に再編成することを主張している（図表 3参照）。特別自治区に
は，行政区と異なり，公選の区長と区議会を置くことになるが，大阪都構想
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いては 2層制と 1層制が混在することになった。ただし，イングランドの 2











止された大都市圏カウンティ（Metropolitan County Council: MCC）である。








































の成長を目的としたものである。2012 年 7 月に第一弾として核都市および
その周辺エリアの都市圏（city regions）と中央政府の間で協定が締結された
が，2012 年 10 月，政府は都市協定の第二弾の対象として 20 の都市圏（city 





































く都市制度的なものは大都市圏共同体（1966 年創設）である。2008 年 1 月






















































































































































































2010 年 1 月当時は，橋下氏は大阪府知事であった。
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